
 

 

 

 

 

 

 

１ 特定の関係にある資格者同士の入札参加に関する制限 

  入札参加者間に入札の適正さが阻害されると考えられる資本関係又は人的関係がある

場合には、公正な入札の執行の観点から、同一入札への参加を制限します。 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ会社

Ｂ会社 Ｃ会社

     × 

 同一入札への参加が制限される場合 

① 親子関係 

② 親会社等が同じ子会社等 

× × 

× 

 

Ｄ会社

× 

③ 取締役兼任 

事 後 審 査 型 一 般 競 争 入 札 に お け る 

特 定 の 関 係 に あ る 資 格 者 同 士 の 入 札 参 加 に 関 す る 制 限 

標準入札説明書例別記１ 



２ 事業協同組合等の場合 

  中小企業等協同組合法等の規定に基づき設立された組合又はその連合会（以下「事業

協同組合等」という。）が入札に参加する場合には、当該組合の構成員が同一の入札に参

加することができません。 

また、事業協同組合等の代表者が、当該事業協同組合等の構成員である法人の役員で

ある場合には、当該法人と親子関係・人的関係にある会社は同一の入札に参加すること

はできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ａ事業協同組合】 

構成員 Ｂ会社、Ｃ会社 

    Ｄ会社、Ｅ会社 

代表者 

Ｂ会社の代表取締役ｂ 

Ｂ会社、Ｃ会社、Ｄ会社、Ｅ会社 

Ｆ会社 

（Ｂ会社と親子関係にある会社） 

Ｇ会社 

（ｂが代表取締役となっている会社） 

同一の入

札に参加

できない 

Ｈ会社 

（Ｃ会社と親子関係にある会社） 

Ｉ会社 

（Ｄ会社の代表取締役ｄが代表取締役

となっている会社） 

同一の入

札に参加

できる 



３ 人的関係の基準 

  一方の会社等の役員が他方の会社等の役員を兼ねている場合など、同一の者がそれぞ

れの会社の経営に関与することにより入札の価格を決定したり、又は知り得る立場にあ

ることから、同一の入札への参加を制限します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【同一入札の参加を制限される人的関係の基準】 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、（1）については、会社等（会社法施行規則第２

条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の一方が民事再生法第２条第４号に規定する

再生手続が存続中の会社等又は更生会社（会社更生法第２条第７項に規定する更生会社をいう。）で

ある場合を除く。 

（１）一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員のうち、次に掲げ

る者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合 

 ア 株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。 

 （ア）会社法第２条第 11 号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等委員である取

締役 

（イ）会社法第２条第 12 号に規定する指名委員会等設置会社における取締役 

 （ウ）会社法第２条第 15 号に規定する社外取締役 

（エ）会社法第 348 条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行しない

こととされている取締役 

イ 会社法第 402 条に規定する指名委員会等設置会社の執行役 

ウ 会社法第 575 条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をいう。）の

社員（同法第 590 条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行しない

こととされている社員を除く。） 

エ 組合の理事 

オ その他業務を執行する者であって、アからエまでに掲げる者に準ずる者 

（２）一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第 64 条第２項又は会社更生法第 67 条第

１項の規定により選任された管財人（以下単に管財人という。）を現に兼ねている場合 

（３）一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 



４ 親子関係の判断 

 子会社等とは、会社法第２条第３号の２に該当する会社等をいい、親会社等とは同条第

４号の２に該当する者をいいます。 
 例えば、以下に示す関係を有していれば、親子関係があるものと判断します。 

 
（１） 議決権の過半数を有している場合 

   ア 直接過半数の議決権あり      イ 子会社と併せて過半数の議決権あり 

会社    会社   

   

親
子
関
係
あ
り 

    

親
子
関
係
あ
り 

       

     子会社  

       

       

       

       

子会社 ※    子会社 ※   

 
 
  ウ 子会社が過半数の議決権あり 

会社   

   

親
子
関
係
あ
り 

   

子会社  

   

   

   

   

孫会社 ※   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

議

決

権 

50％超 

議

決

権 

議

決

権 議

決

権 

50％超 

40％超 
10％ 

※ 子会社などが以下に該当する場合は、有効な支配従属関係が存在しないと認められるため、

親子関係はないものとします。 

①民事再生法の規定による再生手続開始の決定を受けている 

  ②会社更生法の規定による更生手続開始の決定を受けている 



（２） 議決権の４０％以上５０％未満を保有している場合 

ア 他の会社と併せて過半数の議決権を有する場合 

会社   

   

親
子
関
係
あ
り 

   

 会社 ※  

   

   

   

   

子会社   

 
 
イ 一定の人的な関係がある場合 

   自己の役員、業務を執行する社員、使用人若しくはこれらであった者が、他の会

社の取締役会等の構成員の過半数を占めている場合。 

 会社   

 取締役Ａ・取締役Ｂ・取締役Ｃ   

    
親
子
関
係
あ
り 

    

    

    

    

 子会社   

 取締役Ａ・取締役Ｂ・取締役Ｄ   

 

会社   

現在の役員：取締役Ａ・取締役Ｂ・取締役Ｃ   

過去の役員：取締役Ｄ・取締役Ｅ・取締役Ｆ   

   
親
子
関
係
あ
り 

   

   

   

   

子会社   

現在の役員：取締役Ｄ・取締役Ｅ・取締役Ｇ   

 
 
 

議

決

権 

45％ 

議

決

権 

45％ 

※ 子会社以外の会社であって、出資・人事・

資金・技術・取引等により自己の意思と同一

の内容の議決権を行使すると認められる会

社、又は自己の意思と同一の内容の議決権の

行使に同意している会社 

議

決

権 

45％ 
議

決

権 

15％ 



ウ 重要な財務及び事業の方針の決定を支配する契約等が存在する場合 

会社   

   
親
子
関
係
あ
り 

   

   

   

   

子会社   

 
 

エ 資金調達額の総額の過半数の額を融資している場合 

会社   

   
親
子
関
係
あ
り 

   

   

   

   

子会社   

 
 

オ 他の会社と併せて過半数の額を融資している場合 

会社   

   

親
子
関
係
あ
り 

   

会社 ※   

   

   

   

   

子会社   

 
 
 
 
 
 
 
 
 

議

決

権 
45％ 

契

約 

議

決

権 
45％ 

融

資 
50％超 

融

資 

融

資 

議

決

権 

45％ 30％ 

25％ 

※ 子会社以外の会社であって、出資・人事・資金・技術・取引等において自己と緊密な関係

のある会社 



（３） 議決権の保有が０％以上４０％未満である場合であって、他の会社と併せて過半

数を有する場合 

ア  一定の人的な関係がある場合 

 会社   

 取締役Ａ・取締役Ｂ・取締役Ｃ   

    

親
子
関
係
あ
り 

    

    

 会社 ※   

    

   

   

   

 子会社   

 取締役Ａ・取締役Ｂ・取締役Ｄ   

 
 

会社   

現在の役員：取締役Ａ・取締役Ｂ・取締役Ｃ 
過去の役員：取締役Ｄ・取締役Ｅ・取締役Ｆ 

  

   

親
子
関
係
あ
り 

   

   

   

 会社 ※   

    

  

  

  

子会社   

現在の役員：取締役Ｄ・取締役Ｅ・取締役Ｇ   

 
 
 
 
 
 
 
 

議

決

権 

35％ 

議

決

権 

20％ 

※ 子会社以外の会社であって、出資・人事・資金・技術・取引等により自己の意思と同一の

内容の議決権を行使すると認められる会社、又は自己の意思と同一の内容の議決権の行使に

同意している会社 

議

決

権 

35％ 

議

決

権 

20％ 



イ  重要な財務及び事業の方針の決定を支配する契約等が存在する場合 

会社   

   

親
子
関
係
あ
り 

   

   

会社 ※１   

   

  

  

  

子会社   

 
 

ウ  資金調達額の総額の過半数の額を融資している場合 

会社   

   

親
子
関
係
あ
り 

   

会社 ※１   

   

  

  

  

子会社   

 
 

会社   

   

親
子
関
係
あ
り 

   

会社 ※２   

   

  

  

  

子会社   

 
 
 
 
 

※１ 子会社以外の

会社であって、出

資・人事・資金・技

術・取引等により自

己の意思と同一の

内容の議決権を行

使すると認められ

る会社、又は自己の

意思と同一の内容

の議決権の行使に

同意している会社 

議

決

権 

35％ 

議

決

権 

20％ 

契

約 

議

決

権 

35％ 

議

決

権 

20％ 

融

資 

50％超 

議

決

権 

35％ 

議

決

権 

20％ 

融

資 

35％ 

融

資 
20％ 

※２ 子会社以外の会社であって、出資・人事・資金・技術・取引等において自己と緊密な関

係があることにより自己の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる会社 



標準入札説明書例別記２ 

入札参加資格審査資料の提出について 

 

 入札説明書６(2)ウの「入札参加資格の審査」に係る提出書類は次のとおり。 

 

１ 事後審査型一般競争入札参加資格確認申請書（様式１） 

２ 資本関係・人的関係調書（様式２） 

３ 事業協同組合等にあっては、組合員名簿 

４ 官公需適格組合にあっては、官公需適格組合の証明書写し 

５ 事業所所在地及び警備業務を営むことを証する調書（様式３） 

  本調書における記載事項の証として、次に掲げる書面を併せて提出すること。 

(1) 警備業の認定を受けたことを示すために主たる営業所に掲示する標識の写し、及びウェブサ

イト上に掲示する標識を確認できるウェブサイト画面の写し〔ウェブサイト画面の写しの提出

がない場合は、その理由を標識の写しの余白又は別の任意書式に記載して提出すること。〕

（警備業法第４条の規定に基づく認定を受けていることが確認できるもの。） 

(2) 営業所設置等に係る届出書の写し（警備業法第５条、第７条又は第９条の規定に基づく関係

書類の写しで、札幌市内の事業所であること、並びにその事業所の警備員指導教育責任者の届

出内容が確認できるもの） 

(3) 届出している機械警備業務管理者に係る資格証 

(4) 上記(2)の事業所が社会保険適用事業所であることを証するものとして、当該事業所におい

て警備業務に従事する者の名簿及びそれらの者の健康保険証（事業所名称及び被保険者の氏名

を確認でき、かつ有効期限内のものに限る。）の写し〔新規加入等により現在有効な健康保険

証がない従事者については、日本年金機構から通知されたその者に係る直近の健康保険・厚生

年金被保険者標準報酬決定通知書等（資格取得及び随時改定の決定通知書を含む。）の写し〕

を提出すること（注１）。 

(5) 上記(2)の事業所が納付義務者である労働局又は労働保険事務組合のいずれかが発行してい

る直近の労働保険料の領収書写し。なお、労働保険に係る継続事業の一括承認を受けている場

合は、その旨を証する書類の写し〔写しがない場合はその旨を証する申出書（任意書式）〕を

併せて提出すること。 

(6) 締結前交付書面（警備業法第19条に定める書面） 

(7) 警備業の業務遂行に関する賠償責任保険証の写し 

６ 履行実績調書（様式４） 

本調書における記載事項の証として、契約書又は発注書その他発注者が発行した契約実績を証

するものの写しを併せて提出すること。 

【注 意】 

１ 提出の際は、以下の情報についてマスキングした状態で提出すること。 

⑴ 被保険者等記号・番号及び保険者番号（これらの情報が読み取れるＱＲコードを含む。） 

⑵ 健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書等の写しにおいて、提出対象でない従事者に関する情報が印字

されている場合は、当該対象でない従事者の情報 




